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行政権等の行使：②登記

No.8 竹島漁猟合資会社登記の公告

　1905年（明治38年）6月5日付で島根県知事から竹島における
アシカ漁業の許可を受けた（→No.12）中井養三郎ら4名は、中
井を代表社員として竹島漁猟合資会社を設立し（同年6月5日
付）、裁判所に登記した。この資料は、同年6月15日にその内容が
公告された官報である。
　この公告には、竹島漁猟合資会社の商号、住所、社員4名の住
所、出資額、設立年月日等が記載され、事業の目的が竹島におけ
るアシカの捕獲、製造販売であることが明記されている。

資料概要 内容見本
商業登記
合資会社登記簿第一冊第一号
一商号　竹島漁猟合資会社　本店島根県周吉郡西郷町
大字西町字指向二十三番地　目的竹島海驢捕獲製造販
売　代表社員ノ氏名中井養三郎　社員ノ氏名住所出資ノ
種類償額及責任　金一千二百円無限島根県周吉郡西郷
町大字西町字指向二十三番地中井養三郎金四百二十円 
有限同県同郡同町同大字字八尾ノ二七番地加藤重蔵金
六百九十円有限同県同郡中村大字湊七百四十番地井口
龍太 金六百九十円有限同県穏地郡五箇村大字久見二百
七十四番地橋岡友次郎　設立ノ年月日　明治三十八年
六月三日
右明治三十八年六月六日登記　西郷区裁判所

所蔵：国立国会図書館（デジタルコレクション）
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資料集 https://www.cas.go.jp/ryodo/kenkyu/takeshima/
本サイトに掲載する資料等は、政府の委託事業の下で有識者の助言を得て、調査・収集及び作成したものであり、本サイトの内容は政府の見解を表すものではありません。
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